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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

    ３．第15期、第15期第３四半期累計期間及び第15期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ４．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第15期

第３四半期 
累計期間  

第16期
第３四半期 
累計期間  

第15期
第３四半期 
会計期間  

第16期 
第３四半期 
会計期間  

第15期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  394,429  466,976  139,025  141,833  594,667

経常利益(千円)  22,042  69,687  13,011  16,865  56,872

四半期（当期）純利益(千円）  21,899  68,560  13,013  17,919  47,411

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  322,420  322,420  322,420

発行済株式総数（株） － －  11,631  11,631  11,631

純資産額（千円） － －  496,500  550,053  503,413

総資産額（千円） － －  613,118  667,326  638,943

１株当たり純資産額（円） － －  50,334.58  62,219.00  54,142.16

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 2,101.45  7,446.56  1,277.10  1,985.31  4,647.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  7,369.72  －  1,936.24  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  750.00

自己資本比率（％） － －  81.0  82.0  78.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 18,463  117,326 － －  49,078

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △11,413  △6,990 － －  △31,159

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △35,240  △24,247 － －  △54,375

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  381,602  459,424  373,335

従業員数（人） － －  39  41  39
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 当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期会計期間において、該当事項はありません。 

  

 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第

３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人）   41  (1)
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 (1) 生産実績 

当第３四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

        ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）受注状況 

当第３四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）販売実績 

当第３四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

    ２．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。 

３． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称
当第３四半期会計期間

（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日）  

前年同四半期比（％）

アプリケーション開発事業（千円）  24,246  －

受託開発事業（千円）  21,308  －

合計（千円）  45,555  －

セグメントの名称
受注高

（千円） 
前年同四半期比

（％）  
受注残高 
（千円） 

 前年同四半期比
 （％） 

アプリケーション開発事業  107,188   －     23,310   －   

受託開発事業  47,463 －     18,141   －   

合計  154,651 －     41,451   －   

セグメントの名称
当第３四半期会計期間

（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日）  

前年同四半期比（％）

 アプリケーション開発事業（千円）  103,815  －

 受託開発事業（千円）  38,017  －

合計（千円）  141,833  －

相手先 

前第３四半期会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 株式会社千趣会  22,377  16.1  2,867  2.0

 ティーシス・ジャパン株式会社  15,262  11.0  7,487  5.3

２【事業等のリスク】
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  当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）におけるわが国の経済は、アジア向けの輸出や

生産の増加、猛暑効果による消費増などにより、景気は緩やかな回復基調にはあるものの、夏場以降の急激な円高

の進行、不安定な雇用情勢、デフレ傾向の強まりなど、足踏みの状態が続いております。当社が属する情報サービ

ス産業においても、IT投資を抑制する企業は依然として多く、厳しい競争環境が続いています。 

 このような状況の下、当事業年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日）は、収益改善策として前事業年度に

取り組んだ利益率の高いクラウドサービス（ASP・SaaS※）の増強を継続しつつ、中長期的な視点での当社の発展

のため、新しい成長エンジンを発掘・育成することに注力しております。アプリケーション開発事業に比べると特

色や利幅の薄い受託開発事業は思い切って縮小し、アプリケーション開発事業や新規事業のテストマーケティング

等の業務への再配置を進めています。 

これらの結果、当第３四半期会計期間においては、売上高141,833千円（前年同期比2.0％増）、営業利益16,813

千円（前年同期比28.6％増）、経常利益16,865千円（前年同期比29.6％増）、四半期純利益17,919千円（前年同期

比37.7％増）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

①アプリケーション開発事業 

増強中のクラウドサービス（ASP・SaaS）案件がおおよそ順調に進んだことに加え、比較的大型の案件の受注等も

あり、当第３四半期会計期間の売上高は103,815千円（前年同期比7.6％増）となりました。 

  

②受託開発事業 

前述のとおり、アプリケーション開発事業に比べると特色や利幅の薄い受託開発事業は思い切って縮小し、アプリ

ケーション開発事業や新規事業のテストマーケティング等の業務への再配置を進めているため、当第３四半期会計

期間の売上高は38,017千円（前年同期比10.5％減）となりました。 

  

※ASP・SaaS（エーエスピー・サース） 

ソフトウェア提供者（この場合、当社）が管理するサーバー上で稼動しているソフトウェアを、ユーザー企業がイ

ンターネット経由でサービスとして利用する形態。ユーザー企業は、サーバー・ソフトウェアの管理やライセンス

費用の負担なく、毎月の使用料を支払うことで、比較的安価な利用が可能となる。  

  

(2) 財政状態の分析 

 当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ28,383千円増加し、667,326千円（前事業年度末比

4.4％増）となりました。 

 流動資産は、前事業年度末に比べ受取手形及び売掛金が65,108千円減少した一方で、現金及び預金が86,161千円

増加したことにより25,609千円増加いたしました。固定資産は、前事業年度末に比べ差入保証金が17,312千円減少

した一方で、有形固定資産が16,096千円、長期預金が4,500千円増加したことにより2,773千円増加いたしました。

 当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ18,256千円減少し、117,273千円（前事業年度末比

13.5％減）となりました。 

 流動負債は、前事業年度末に比べ買掛金が17,730千円、賞与引当金が5,468千円減少したことにより24,134千円

減少いたしました。固定負債は、第１四半期会計期間より資産除去債務6,862千円を計上したことにより5,877千円

増加いたしました。 

 当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度に比べ46,639千円増加し、550,053千円（前事業年度末比9.3％

増）となりました。これは、自己株式の取得により17,550千円、剰余金の配当により6,973千円減少した一方で、

四半期純利益68,560千円を計上したことによるものであります。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2011/02/15 15:26:5610705513_第３四半期報告書_20110215152645

- 4 -



(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物残高（以下、「資金」という）は、第２四半期会計期間末

に比べ54,021千円増加し、459,424千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な発生要因は次

のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は、73,722千円（前年同期比271.6％増）となりま

した。これは、主な資金減少要因として仕入債務の減少額5,893千円があったものの、主な資金増加要因として売

上債権の減少額55,602千円、税引前四半期純利益17,737千円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間において投資活動の結果支払われた資金は、2,033千円（前年同期に投資活動の結果支払

われた資金5,588千円）となりました。これは、主な資金減少要因として定期預金の預入による支出1,543千円、無

形固定資産の取得による支出550千円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間において財務活動の結果支払われた資金は、17,666千円（前年同期に財務活動の結果支払

われた資金14,510千円）となりました。これは、主な資金減少要因として自己株式の取得による支出17,643千円が

あったことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

   当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

 当第３四半期会計期間における研究開発費の総額は、12,041千円であります。 

  なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期会計期間において、重要な資産の除却又は売却はありません。また、新たに確定した重要な設備の

新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には平成23年２月１日からこの四半期報告書の提出日までの新株予約権等の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

 （平成14年12月16日臨時株主総会特別決議） 

 （注）１．平成17年３月３日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し平成17年６月１日をも

って１株を３株に分割する株式分割を行っており、その影響を調整しております。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  46,260

計  46,260

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  11,631  11,631
 東京証券取引所 

 マザーズ 

当社は単元株制

度を採用してお

りません。 

計  11,631  11,631 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  75

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    225 (注）１，２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  33,334 (注）１，３ 

新株予約権の行使期間 平成17年12月１日から 

平成24年12月16日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   

 資本組入額  

33,334

16,667

新株予約権の行使の条件  （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項  ── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ──  
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２．新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

株式分割又は株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

なお、調整の結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整により各新株予約権

の行使により発行される株式数が０となる場合には、かかる調整は行わないものとする。また、これらの端

数処理については、その後に生じた株式数の調整事由に基づく株式数の調整にあたり、かかる端数を調整前

株式数に適切に反映したうえで、調整後株式数を算出するものとする。 

３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の調整について 

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権

の行使及び平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに新株引受権付社債に付され

た新株引受権の行使の場合は除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。 

上記のほか、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、発行価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価

額は適切に調整されるものとする。 

４．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の当社取締役又は従業員以外の第三者への譲渡、質入その他の処分は認めない。 

②新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。 

③新株予約権者は新株予約権行使時においても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員または従業員であ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではな

い。  

  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの行使価額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 （平成16年10月25日臨時株主総会特別決議 平成16年11月12日取締役会決議に基づく発行） 

 （注）１．平成17年３月３日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し平成17年６月１日をも

って１株を３株に分割する株式分割を行っており、その影響を調整しております。 

２．新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の調整について 

新株予約権発行後、当社が時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき（新株予約権

の行使及び平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに新株引受権付社債に付され

た新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  19

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）      57 (注）１，２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   93,334 (注）１，３ 

新株予約権の行使期間 平成18年12月1日から 

平成26年9月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   

 資本組入額  

93,334

46,667

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者

において、これを行使することとし、新株予約権者

が死亡した場合、相続人はこれを行使できないもの

とする。 

②新株予約権発行時において当社取締役及び従業員並

びに監査役であった者は、新株予約権行使時におい

ても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又

は従業員或いは監査役であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合はこの限りでない。 

③この他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権付与契約」で定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項  ── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ──  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

        既発行
株式数

＋
新規発行又は処分株式数 × １株当たり払込金額又は処分価額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 
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上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

る。 

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。 

  

 （平成16年10月25日臨時株主総会特別決議 平成17年4月22日取締役会決議に基づく発行） 

 （注）１．平成17年３月３日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し平成17年６月１日をも

って１株を３株に分割する株式分割を行っており、その影響を調整しております。 

２．新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  9

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）      27 (注）１，２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  247,000 (注）１，３ 

新株予約権の行使期間 平成19年5月1日から 

平成26年9月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   

 資本組入額  

247,000

123,500

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者

において、これを行使することとし、新株予約権者

が死亡した場合、相続人はこれを行使できないもの

とする。 

②新株予約権発行時において当社取締役及び従業員並

びに監査役であった者は、新株予約権行使時におい

ても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又

は従業員或いは監査役であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合はこの限りでない。 

③この他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権付与契約」で定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項  ── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ── 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の調整について 

新株予約権発行後、当社が時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき（新株予約権

の行使及び平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに新株引受権付社債に付され

た新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は

切り上げる。 

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。 

  

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成22年６月25日開催の定時株主総会決議 平成22年８月11日取締役会決議に基づく発行） 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的である株式の数は当社普通株式１株とする。 

なお、当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式によ

り目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使さ

れていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てる。  

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少を行う場合等、目的である株式の数の調整を必要とする場合には、当社は必要と認め

        既発行
株式数

＋
新規発行又は処分株式数 × １株当たり払込金額又は処分価額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  850

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）       (注）１ 850

新株予約権の行使時の払込金額（円）   (注）２ 43,689

新株予約権の行使期間 平成24年９月１日から 

平成28年８月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格    

 資本組入額  

43,689

21,845

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権

者」という。）は、新株予約権の権利行使時において、

当社の取締役、監査役及び従業員であることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年による退職、その他

当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限

りではない。 

② 新株予約権の相続はこれを認めない。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めな

い。  

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  ── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）３ 

新株予約権の取得条項に関する事項  （注）４ 
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る株式の数の調整を行うものとし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。  

   ２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

     各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付される株式１株当たり

の払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」とい

う。）の平均値に1.05を乗じて得た金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の終

値を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

なお、上記株式数において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額

の調整を行うものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

   ３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約

権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに

掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場

合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。 

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の数と同一の数とする。 

② 新株予約権の目的である株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である株式の数 

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された額とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記に定

める新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額に２分の１を乗じた額（ただし、１円未満の端数は切り上げる。）とす

る。資本金として計上しないこととした額は資本準備金とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の取得事由及び条件 

当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる会社分割についての分割計画書又は分割契約書、

当社が完全子会社となる株式交換契約書、もしくは株式移転計画書が当社株主総会で承認されたとき（株主

総会の承認が必要ない場合は、当社取締役会で承認されたとき）は、取締役会が別途定める日に新株予約権

を無償で取得できるものとする。 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

１ 

株式分割・株式併合の比率 

  

調整後 

行使価額 

 

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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⑨ 新株予約権の行使条件 

上記に準じて定めるものとする。 

   ４．新株予約権の取得条項に関する事項 

当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる会社分割についての分割計画書又は分割契約書、当

社が完全子会社となる株式交換契約書、もしくは株式移転計画書が当社株主総会で承認されたとき（株主総会

の承認が必要ない場合は、当社取締役会で承認されたとき）は、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償

で取得できるものとする。 

  

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。   

  

  

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成22年10月１日～ 

 平成22年12月31日 
 －  11,631  －  322,420  －  697

（６）【大株主の状況】
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①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式           － －      － 

議決権制限株式（自己株式等）           － －      － 

議決権制限株式（その他）           －       －      － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  2,833 －      － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  8,798  8,798

 権利内容に何ら限定の

ない当社における標準と

なる株式 

単元未満株式      － －      － 

発行済株式総数  11,631 － － 

総株主の議決権 －  8,798 － 

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社エイジア 
東京都品川区西五反田  

七丁目21番１号 
 2,833  －  2,833  24.36

計 －  2,833  －  2,833  24.36

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  71,000  72,200  52,500  45,950  38,800  36,900  37,800  63,000  164,800

最低（円）  34,300  39,900  39,400  38,000  29,500  30,850  30,000  33,500  46,100

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成22年10月１日か

ら平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半

期財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。 

  

 ３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 489,781 403,620

受取手形及び売掛金 63,514 128,622

仕掛品 6,659 3,741

その他 17,044 16,330

貸倒引当金 △901 △1,826

流動資産合計 576,098 550,488

固定資産   

有形固定資産 ※  24,712 ※  8,616

無形固定資産 12,857 14,634

投資その他の資産   

その他 53,788 65,333

貸倒引当金 △130 △130

投資その他の資産合計 53,657 65,203

固定資産合計 91,228 88,454

資産合計 667,326 638,943

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,303 21,034

未払法人税等 824 1,994

賞与引当金 2,216 7,685

製品保証引当金 69 361

本社移転損失引当金 － 6,880

その他 91,635 84,226

流動負債合計 98,049 122,183

固定負債   

長期前受収益 6,493 9,549

繰延税金負債 5,867 3,795

資産除去債務 6,862 －

固定負債合計 19,223 13,345

負債合計 117,273 135,529

純資産の部   

株主資本   

資本金 322,420 322,420

資本剰余金 243,954 301,086

利益剰余金 68,560 △50,158

自己株式 △93,017 △75,467

株主資本合計 541,918 497,881

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,484 5,532

評価・換算差額等合計 5,484 5,532

新株予約権 2,650 －

純資産合計 550,053 503,413

負債純資産合計 667,326 638,943
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 394,429 466,976

売上原価 147,222 154,510

売上総利益 247,206 312,465

販売費及び一般管理費 ※  225,528 ※  243,088

営業利益 21,678 69,377

営業外収益   

受取利息 196 168

受取配当金 6 6

未払配当金除斥益 544 －

雑収入 38 239

営業外収益合計 785 413

営業外費用   

支払手数料 297 93

雑損失 123 9

営業外費用合計 420 102

経常利益 22,042 69,687

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 924

製品保証引当金戻入額 74 291

特別利益合計 74 1,216

特別損失   

固定資産除却損 － 21

特別損失合計 － 21

税引前四半期純利益 22,116 70,882

法人税、住民税及び事業税 217 217

法人税等調整額 － 2,104

法人税等合計 217 2,322

四半期純利益 21,899 68,560
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 139,025 141,833

売上原価 51,113 45,555

売上総利益 87,911 96,277

販売費及び一般管理費 ※  74,841 ※  79,463

営業利益 13,070 16,813

営業外収益   

受取利息 59 57

雑収入 － 88

営業外収益合計 59 145

営業外費用   

支払手数料 117 93

営業外費用合計 117 93

経常利益 13,011 16,865

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 789

製品保証引当金戻入額 74 82

特別利益合計 74 871

税引前四半期純利益 13,086 17,737

法人税、住民税及び事業税 72 72

法人税等調整額 － △254

法人税等合計 72 △182

四半期純利益 13,013 17,919
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 22,116 70,882

減価償却費 8,959 13,019

商標権償却 50 50

株式報酬費用 － 2,650

貸倒引当金の増減額（△は減少） 275 △924

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,050 △5,468

製品保証引当金の増減額（△は減少） △74 △291

本社移転損失引当金の増減額 (△は減少) － △6,880

受取利息及び受取配当金 △202 △174

固定資産除却損 － 21

売上債権の増減額（△は増加） △13,606 65,108

たな卸資産の増減額（△は増加） △13,769 △2,918

仕入債務の増減額（△は減少） 10,449 △17,730

長期前受収益の増減額（△は減少） △2,061 △3,056

その他の流動資産の増減額（△は増加） △5,221 △553

その他の固定資産の増減額（△は増加） 56 △1,347

その他の流動負債の増減額（△は減少） 17,088 4,797

その他 419 114

小計 18,431 117,296

利息及び配当金の受取額 202 174

法人税等の支払額 △170 △145

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,463 117,326

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,591 △4,572

有形固定資産の取得による支出 △7,282 △17,423

無形固定資産の取得による支出 △250 △2,146

貸付けによる支出 － △300

貸付金の回収による収入 370 140

差入保証金の回収による収入 280 17,312

その他 61 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,413 △6,990

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △35,225 △17,643

配当金の支払額 △14 △6,603

財務活動によるキャッシュ・フロー △35,240 △24,247

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △28,189 86,088

現金及び現金同等物の期首残高 409,792 373,335

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  381,602 ※  459,424
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       一部の項目について簡便な会計処理を適用しておりますが、重要なものはありません。  

  

       該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

 会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

 これにより、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半

期純利益は、それぞれ1,689千円減少しております。  

【表示方法の変更】

当第３四半期会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期貸借対照表） 

 前第３四半期会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金負債」は、重要

性が増加したため、当第３四半期会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期会計期間の固定

負債の「その他」に含まれる「繰延税金負債」は3,510千円であります。 

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前事業年度末 
（平成22年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。 

30,221 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ

ります。 

23,296

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 千円78,315

賞与引当金繰入額 千円1,158

貸倒引当金繰入額 千円338

給与手当 千円73,972

賞与引当金繰入額 千円1,348

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 千円25,212

賞与引当金繰入額 千円1,158

貸倒引当金繰入額 千円△49

給与手当 千円26,306

賞与引当金繰入額 千円1,348

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年12月31日現在） (平成22年12月31日現在）

  

  （千円）

 現金及び預金勘定   411,886

 預金期間が３か月を超える定 

 期預金（積立定期預金） 
 △30,284

 現金及び現金同等物  381,602

  （千円）

 現金及び預金勘定   489,781

 預金期間が３か月を超える定 

 期預金（積立定期預金） 
 △30,357

 現金及び現金同等物  459,424
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当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22

年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式     株 

  

 ２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式      株  

  

 ３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

新株予約権の四半期会計期間末残高      千円 

（注）上記ストック・オプションとしての新株予約権は、当第３四半期会計期間末において、権利行使期間

の初日が到来しておりません。  

   

 ４．配当に関する事項 

  配当金支払額  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成22年11月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式500株の取得を行い、自己株式が

17,550千円増加いたしました。この結果、当第３四半期会計期間末において自己株式は93,017千円となって

おります。 

  

    当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

  当社ではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

前第３四半期累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

及び前第３四半期会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

及び当第３四半期会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

ストック・オプションに係る当第３四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  千円 

売上原価          千円 

  

 当第３四半期会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

11,631

2,833

2,650

   
 決議 
  

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日 

定時株主総会  
   普通株式  6,973  750 平成22年３月31日 平成22年６月28日 資本剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

1,714

68

（企業結合等関係）
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当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

 資産除去債務が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。 

 変動の内容及び当第３四半期累計期間における総額の増減は次のとおりであります。 

  

  

（注）第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、第１四半期会計期間の期首にお

ける残高を記載しております。 

  

（資産除去債務関係）

前事業年度末残高（注） 千円 －

有形固定資産の取得に伴う増加額 千円 6,841

その他増減額（△は減少） 千円 20

当第３四半期会計期間末残高 千円 6,862
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１．報告セグメントの概要  

 当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自平成

22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が業績

を評価し経営資源の配分を決定するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「アプリケーション開発事業」及び「受託開発

事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「アプリケーション開発事業」は自社開発によるCRMアプリケーションソフト「WEB CAS(ウェブキャス)」

シリーズの企画・開発・販売・保守、及び「WEB CAS(ウェブキャス)」シリーズを活用したメールマーケテ

ィングのプランニング・コンテンツ制作を行っております。「受託開発事業」はウェブサイトの受託開発、

「WEB CAS(ウェブキャス)」シリーズの付加機能開発、企業業務システム・アプリケーションの受託開発及

び画像加工・イラストレーション等を使用したホームページ・ウェブコンテンツの企画・制作を行っており

ます。     

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

  

当第３四半期会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント

その他 合計アプリケー
ション開発

事業 

受託開発
事業 

計

売上高           

外部顧客への売上高  333,442  133,533  466,976  －  466,976

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

 －  －  －  －  －

計  333,442  133,533  466,976  －  466,976

セグメント利益  144,495  37,691  182,186  －  182,186

  （単位：千円）

  

報告セグメント

その他 合計アプリケー
ション開発

事業 

受託開発
事業 

計

売上高           

外部顧客への売上高  103,815  38,017  141,833  －  141,833

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

 －  －  －  －  －

計  103,815  38,017  141,833  －  141,833

セグメント利益  41,162  11,617  52,779  －  52,779
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）  

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

  

当第３四半期会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。   

（単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  182,186

「その他」の区分の利益  －

セグメント間取引消去  －

全社費用（注）  △112,809

四半期損益計算書の営業利益  69,377

（単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  52,779

「その他」の区分の利益  －

セグメント間取引消去  －

全社費用（注）  △35,965

四半期損益計算書の営業利益  16,813
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前事業年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  62,219.00 円 １株当たり純資産額  54,142.16 円

前第３四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額  2,101.45 円

  

１株当たり四半期純利益金額  7,446.56 円

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 
 7,369.72 円

  
前第３四半期累計期間

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  21,899  68,560

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  21,899  68,560

期中平均普通株式数（株）  10,421  9,207

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  96

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

 ──  ── 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  該当事項はありません。 

  

 著しい変動がないため記載を省略しております。  

  

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額  1,277.10 円 １株当たり四半期純利益金額  1,985.31 円

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 
 1,936.24 円

  
前第３四半期会計期間

（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  13,013  17,919

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  13,013  17,919

期中平均普通株式数（株）  10,190  9,026

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  229

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

 ──  ── 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月10日

株式会社エイジア 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 尾関   純  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 栗栖 孝彰  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイジ

アの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイジアの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

(注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月10日

株式会社エイジア 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 尾関   純  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 栗栖 孝彰  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイジ

アの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第16期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイジアの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

(注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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